
 
 

妊娠を理由とする「退職の強要」・・・均等法17 条の紛争解決援助 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上司からのセクシュアルハラスメント・・・相談を端緒とする報告徴収事案 

 

【労働者の主張】  

女性労働者が、第１子の育児休業中に第２子を妊娠。第２子についても産後休業・育児休業の取得希望

があることを会社に相談したところ、「あなたはもう働けない、職場復帰は難しい」といわれた（注１）。 女性

労働者は産後休業・育児休業を取得したうえでの職場復帰をしたいと何度も会社側に訴えたが、会社側か

らは「復帰は難しい」という返答しか来ず、退職を強要されていると感じた。会社への不信感が募ったので

継続就業は断念し、「退職するが、解決金を求める」と要求したが、会社から支払いを拒まれたので、均等

法第17 条に基づく紛争解決援助を申立した。 

【事業主の主張】  

第２子の妊娠に当たり、今後の人員配置を考えるうえで復職の意思があるかどうかを念入りに聴取した。 

当社の過去の例から、第２子の産後休業・育児休業に復帰できた例はなく、「第２子を出産したのちの復

帰は難しいもののようだ」という一般論を述べたまでのことで、退職の強要の意思はないが、意思疎通が図

れず誤解を招いたことは認める。 

【雇用均等室の判断】 

妊娠したことを理由に退職の強要をすることを禁じた、均等法第9条に抵触する事案とまでは判断できな

いが、労働者に「退職の強要」をされたと誤解を招くような言動は望ましくない旨助言。 

【解決内容】 

 申立者の求めている金銭解決の検討を行うことを助言。 

【結果】 

事業主より解決金の一部支払いに応じる旨の回答があり、申立者も歩み寄った結果合意に至った。 

【労働者からの相談】  

勤務中や懇親会の席上で、上司から卑猥な言葉をかけられる等のセクシュアルハラスメント（以下「セク

ハラ」）を受けた。社内で相談を受けてくれる窓口は知らされていなかったため、社長に相談し上司の他店

への異動を訴えたが、自分が異動することを打診された。これに納得がいかず会社を退職することにした。 

会社と争うことはしないが、これから働く労働者のためにも、会社がセクハラの再発防止を行っているか、

自分から相談があったことは伏せたうえで当局の調査を行って欲しい。 

【均等室の対応】  

事業主に対し均等法第29 条に基づく報告徴収を実施。 

報告徴収の実施時点における、セクハラ防止措置の実施状況を聴取（注２）。 

就業規則には、職場におけるセクハラの内容・セクハラがあってはならない旨の方針及びセクハラの行

為者について厳正に対処する旨の具体的判断要素の記載があったが、それ以外の措置については特段

の周知文書等はなく、相談窓口の設置も行われていなかった。 

【結果】 

 セクハラ相談窓口の設置と周知、相談者・行為者等のプライバシー保護の周知、相談者及び事実関係の

確認の協力者への不利益取扱の禁止の定めと周知を行うことを口頭にて助言した後、文書による指導を行

った。事業主からは、指導事項について是正の完了を報告する旨の文書を受理した。 

添付資料② 



（注１) 
男女雇用機会均等法第９条では、事業主に対し、女性労働者が妊娠・出産したこと、産前・産後休業を

申請したこと等を理由とした解雇その他の不利益取扱いを禁止しており、不利益取扱いの例を指針で示し

ています。 
指針により禁止される不利益取扱いとして、「退職または正社員をパートタイム労働者等の非正規社員

とするような労働契約の内容の変更の強要を行うこと」があります。 
労働者が妊娠・出産したことを理由として上記のような不利益な取扱いをすることは、均等法第９条に

抵触します。 
 

（注２） 
男女雇用機会均等法第１１条では、事業主に対し、職場におけるセクシュアルハラスメント防止のため

雇用管理上必要な措置を講じるよう義務づけています。 
講ずべき措置は指針で定められている９項目で、以下の項目全てを講じることが必要です。 
① 職場におけるセクシュアルハラスメントの内容及びあってはならない旨の方針の明確化と全労働者

への周知 
② セクシュアルハラスメントを行った者について厳正に対処する旨の方針及び対処の内容について就

業規則等への規定（懲戒規定等）と全労働者への周知 
③ 相談窓口の設置 
④ 相談への適切な対応 
⑤ セクシュアルハラスメント事案が生じた場合、事実関係の迅速かつ正確な把握 
⑥ セクシュアルハラスメントが確認できた場合、行為者及び被害者への適正な対応 
⑦ 再発防止措置の実施 
⑧ 相談者及び行為者等のプライバシー保護措置及び全労働者への周知 
⑨ 相談者及び事実関係の確認に協力した者に対する不利益取扱い禁止及び全労働者への周知 

 
なお、平成２６年７月１日より、セクシュアルハラスメント指針が以下のとおり改正されます。 
（太字部分が改正のポイントです。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１）職場におけるセクシュアルハラスメントには、同性に対するものも含まれるものであることを明示。  
２）セクシュアルハラスメントに関する方針の明確化とその周知・啓発に当たっては、その発生の原因

や背景に、性別の役割分担意識に基づく言動があることも考えられる。そのため、こうした言動をなく

していくことがセクシュアルハラスメントの防止の効果を高める上で重要であることを明示。  
３）セクシュアルハラスメントの相談対応に当たっては、その発生のおそれがある場合や該当するかど

うか微妙な場合でも広く相談に応じることとしている。その対象に、放置すれば就業環境を害するおそ

れがある場合や、性別役割分担意識に基づく言動が原因や背景となってセクシュアルハラスメントが生

じるおそれがある場合などが含まれることを明示。  
４）被害者に対する事後対応の措置の例として、管理監督者または事業場内の産業保健スタッフなどに

よる被害者のメンタルヘルス不調への相談対応を追加。 


